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研究成果の概要（和文）：本研究では，財務報告を会計の最終章として位置付け，財務報告制度

その他のインフラストラクチャーの整備を行うとともに，情報開示の多様化問題や過重負担問

題について整理し，最終的に，財務報告をめぐる諸問題に対して企業会計が対応すべき方策を

検討してきた．研究成果については，日本語版および英語版の書籍として刊行するとともに，

計 6 回のシンポジウムおよび日本会計研究学会第 70 回大会における 3 つの統一論題報告とし

ても公表した．

研究成果の概要（英文）：In this research, we first have put in place the infrastructure
necessary for financial reporting and surrounding area, discussed issues on disclosure
diversification and overload, and finally considered what accounting should do on various
issues on financial reporting. We have published our findings both in Japanese and in
English, and have organized six symposiums and three round tables in 70th JAA annual
meetings.
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１．研究開始当初の背景
企業会計の潮流を振り返ると，米国では

FASB を中心に 1990 年代後半からのニュ
ー・エコノミー時代の到来に対応する測定・
報告制度の検討に着手されかかった矢先に，
エンロン，ワールドコムなどに端を発する一
連の会計不正事件などの勃発により，会計制
度設計自体が財務報告ひいては情報の信頼

性の担保にシフトした．その結果，サーベン
ズ・オックスリー（SOX）法（米国企業改革
法）制定の影響もあり，企業もコーポレー
ト・ガバナンス，コンプライアンス，内部統
制の確立など「内なる構造改革」に駆り立て
られていった．

しかし，企業会計のもう一つの柱である財
務報告制度については，改善すべき点が少な
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くないように思われた．たとえば，バリュー
ドライバー（企業価値決定因子）がインタン
ジブルズ，CSR などに移行しつつあり，伝統
的な財務情報がもつ企業価値説明能力が著
しく低下しているにもかかわらず，企業会計
サイドでは必ずしも対応できているとは言
い難い状況であった．

２．研究の目的
このような状況を踏まえ，ステークホルダ

ーへのインフォームド・ジャジメントまたは
インフォームド・ディシジョンを可能にし，
かつ情報の非対称性を解消するためには，財
務報告制度その他のインフラストラクチャ
ーの整備を行うとともに，情報開示の複雑化
の解消，透明性の確保，過重負担問題などに
ついて整理し，さらにはこれら財務報告をめ
ぐる諸問題に対して企業会計はどう対応で
きるのか，またどう対応しなければならない
のかなどについて根本から問い直すことが
本研究の目的であった．

より具体的には，主として以下の各事項を
明らかにすることを目的とした．

(1) 制度分析の視点を縦糸に，また実証分
析および史的分析の視点を横糸にして，財務
諸表その他の手段によって報告される財務
情報の棚卸を行い，財務報告がこれまで果た
してきた役割を明らかにする．

(2) そのうえで日本の財務報告のどこに
問題があり，またどこをどのように変革しな
ければならないのかなどの課題点を明確に
するとともに，欧米の財務報告の特徴と問題
点の検討から得られる知見を提示し，かつ
SEC および AICPA などを中心に検討が進め
られている EBR のフレームワークなど財務
報告の変革を検討し，日本版 EBR のあり方
についての提言を行う．

(3) EBR の前提になる企業価値評価モデ
ルすなわち財務情報から計算する経済価値
に，CSR，知的財産因子等の非財務情報の価
値を加味したコックピット・モデルを世界に
先駆けて開発する．

(4) 平成 19 年 6 月 27 日に SEC に設置さ
れた「財務報告を改善するための諮問委員会」
と，財務報告の複雑化の解消，透明性の確保，
過重負担問題等についてのラウンドテーブ
ル・ディスカッションを行い，日米財務報告
制度の改善点について提言する．

(5) これらの検討を踏まえて，将来，再び
財務報告の変革等を検討する場合に一つの
概念フレームワークとなりうる基礎理論を
提示する．

３．研究の方法
本研究では，全体を 4部に分けて研究を進

める．各部のタイトルおよび内容は以下のと
おりである．

(1) 「財務報告の変革についての検討の
視点」では，制度分析，実証分析および史的
分析の視点から財務報告の棚卸をする．制度
分析については，測定情報別視点，機能別視
点，チャネル別視点，会計単位別視点，会社
規模別視点，報告対象別視点，報告媒体別視
点，報告期間別視点，情報の性質別視点，セ
クション別視点，情報の公表範囲別視点，の
各視点からアプローチする．実証分析につい
ては，先行研究のレビューを行った後に，財
務情報と非財務情報の開示の有用性の関連
についての実証分析を実際に実施する．史的
分析については，企業会計原則，監査基準，
原価計算基準，商法計算規定，会社法・証券
取引法・金融商品取引法，の各視点からアプ
ローチする．

(2) 「財務報告の変革のための企業価値
評価モデル」では，財務情報からなる経済価
値に CSR，知的財産因子，人的資源因子等の
非財務情報からなる価値を加味して企業価
値を算定するコックピット・モデルを開発す
る．その際，モデルの提示はもとより，その
コンセプトやドライバーなども明らかにす
る．

(3) 「財務報告の変革－FR から EBR へ」
については，現行財務報告の限界と問題点を
明らかにするとともに，財務報告をめぐる環
境の整理などを行い，コックピット・モデル
を前提にする EBR の考え方を示し，もって日
本版 EBR を提示する．

(4) 「財務報告の変革と概念フレームワ
ーク」では，財務報告の意味を EBR を包摂す
る広義に捉え，財務報告と企業会計の関係，
財務報告と法規範の関係，財務報告とコンバ
ージェンスの関係，財務報告基準設定アプロ
ーチ，財務報告におけるステークホルダーの
役割などを明らかにした上で，財務報告の目
的，財務報告の有用性と信頼性，財務報告の
費用対効果，財務報告の複雑性の解消，透明
性の確保，過重負担問題等を扱い，総括とし
て財務報告を変革するための概念フレーム
ワークを提示する．

４．研究成果
本研究では，企業会計の重要課題である財

務報告について，現行の財務報告の状況を精
査することで引き継ぐべきものと改善すべ
きものを明らかにし，改善に際しての基礎理
論と具体的な対応策を提示した．その特徴は
以下の 5 点にまとめることができる．

(1) 第 1 の特徴は，欧米のモノまねでな
い日本発財務報告モデルを提示したことに
ある．すなわち，先行研究を可能な限りサー
ベイし，それらに徹底的な検討を加え，まっ
たく独自に測定システムと報告システムを
一体化する EFR を提唱し，将来の制度設計を
視野に入れた提言をしていることである．



(2) 第 2 の特徴は，従来，財務報告とい
えば外部報告，すなわち財務会計の視点から
扱われるのが一般的であったが，本研究では
内部報告すなわち管理会計の視点からも議
論を展開していることである．その結果，本
研究は管理会計の研究成果も取り入れた財
務報告論であり，企業価値評価論にもなって
いる．

(3) 第 3 の特徴は，過去の実証研究のサ
ーベイを踏まえて，非財務情報の有用性を示
し，財務報告のあり方を考察していることで
ある．また，実際の実証分析の結果に基づき，
人的資本情報の精緻化と積極的な任意開示
を提言した．

(4) 第 4 の特徴は，財務情報で測定され
た経済価値に気候変動・社会係数，人材・組
織構造および知的財産係数などの非財務情
報が生み出すキャッシュフロー因子を加味
して企業価値を算定するコックピット・モデ
ルを策定し，提示していることである．さら
に，パイロット・テストとして，CO2排出量の
株価関連性を検証している．気候変動という
きわめて限定的実証結果とはいえ，コックピ
ット・モデルによって，CO2排出量の削減が企
業価値の創造・向上に結び付くプロセスを明
らかにすることができた．

(5) 第 5 の特徴は，今後，世界のどこか
で財務報告のあり方などを考える場合に，礎
となるべく財務報告の基礎概念を明らかに
したことである．理論を展開するためには，
なんらかの座標軸が必要である．ここで提示
した基礎概念は，EFR の目的からスタートし
て，その目的に適合する情報の質的特徴を展
開し，財務報告の制約条件，過重負担問題等
についての考え方を示している．

なお，これらの研究成果については，日本
語版および英語版の書籍として刊行すると
ともに，6 回のシンポジウムおよび日本会計
研究学会第 70 回大会における 3 つの統一論
題報告として公表した．
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